
余裕期間制度の概要

■余裕期間制度

①発注者指定方式：余裕期間内で工期の始期を発注者があらかじめ指定する方式
現場代理人届、着手届（5日以内）、施工計画書（14日以内）、建退共掛金収納書の提出、コリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）登録（速やかに）

発注者が工期の始期を指定

②任意着手方式：受注者が工期の始期を余裕期間内で選択できる方式

発注時

発注者が示す始期 実工期の期間は変更できない

現場代理人届、着手届（5日以内）、施工計画書（14日以内）、建退共掛金収納書の提出、コリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）登録（速やかに）

契約時

受注者が工期の始期を設定

③フレックス方式：受注者が工期の始期を余裕期間内で選択でき、終期を全体工期内で選択できる方式

発注時

発注者が示す始期 　　発注者が示す工事の終期までの期間内で実工期の変更が可能

現場代理人届、着手届（5日以内）、施工計画書（14日以内）、建退共掛金収納書の提出、コリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）登録（速やかに）

契約時

受注者が工期の始期を設定 受注者が工期の終期を設定 発注者が

※余裕期間の間は、工事（工場製作、測量、資材の搬入、仮設物の設置等の準備工事を含む）に着手してはならない。 示す終期

※余裕期間の間は、現場代理人及び主任技術者又は監理技術者の配置は要しない。

余裕期間 受注者が実工期を設定（準備期間、後片付け期間を含む）

余裕期間 実工期（準備期間、後片付け期間を含む）

範囲内で受注者が契約時に選定

工程表の提出

余裕期間 実工期（準備期間、後片付け期間を含む）

範囲内で受注者が契約時に選定

工程表の提出

余裕期間 実工期（準備期間、後片付け期間を含む）

工程表の提出

余裕期間 実工期（準備期間、後片付け期間を含む）


